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島根県内の労働トラブルの状況 
～島根県労働委員会のデータから～ 

島根県労働委員会事務局 

１ 労働相談、トラブルへの助言・解決の件数 
労働トラブルについての相談件数は、増加傾向にあり、平成３０年には150件を超えた。

また、相談内容も複雑化しており、労働委員による専門的な助言のニーズも高まっている。 

２ 業種別の相談件数
医療・福祉が約1/4。これに、建設業・製造業、宿泊・飲食業を加えると約５割。 

３ 相談のあったトラブルの内容 
パワハラ・嫌がらせ、労働時間等の労働条件をめぐるトラブルが半分近くとなっている。 
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福祉サービス事業所でのパワハラ事件 

１ 労働者からの訴え
パワハラに起因する精神疾患の増悪及び療養中の雇止めに対する慰謝料等

の支払 

２ 労働委員会でのあっせんでのやりとり
労働者は、他の職員からの暴言等により精神的苦痛を受け休職せざるを得

ない状態となり、結果的に、能力不足・業務成績などを理由に雇止めとされ

たことに対する慰謝料等を求めて、当労働委員会にあっせん申請を行った。 

労働者側の主張 事業所の主張
・職員からの暴言等について被申請

者に訴えたにも関わらず、職場環境

の改善が図られなかったことによ

り、これまで安定していた精神疾患

が悪化し、休職を余儀なくされた。

・申請者は、介護経験者であったこと

から採用したものの、期待される能

力が発揮されなかった。業務上の指

導をしても申請者が反論し、他の職

員との間に不和が生じていた。

・被申請者は自分が精神疾患を有し

ていることを承知していた。

・休職の直前に行った、申請者との面

談時において、初めて本人から精神

疾患のことを聞いた。それまで、申

請者が精神疾患を有しているとの

認識はなかった。

・短期間に施設や部門の異動を命じ

られるなどの配慮のない行為を受

けた。 

・日常業務はきちんとこなしてきて

おり、無断欠勤や器物破損などもな

かったにもかかわらず、雇止めとさ

れたことに納得できない。

・法人としては、申請者の能力や性格

を考えながら、本人にとって働きや

すい職場に行けるよう異動を重ね

てきた。申請者と面談をしながら、

できるだけの配慮をしてきたつも

りである。

【あっせんを行った結果】 
・あっせん員は被申請者に対し、申請者が病気により追い詰められた心理状

態にあること及び裁判をも辞さない構えであること等を伝え、事態の速や

かな収拾を図る上でも一定額での金銭解決が適切ではないかと説得した。 

・金銭解決の額について、何度か調整を行った結果、解決金の支払などを内

容とする合意書が締結され、あっせんを終了した。 

3



トラブルの内容 労務管理上の問題点

・非正規から正規職員に
なる者の基準が明確でな
く、正規職員になれな
かった嘱託職員が不満を
訴えた。

・正規職員になるためのルールや手続きが明確でなく、場
当たり的な運用が行われていた。

・サービス事業所の管理
者という肩書だけで、管
理職扱いされ、時間外手
当が支給されなかった。

・原則として、時間外手当の対象外となる「労働基準法上
の管理監督者」は肩書ではなく、その勤務実態や処遇で判
断されることについて、理解が不足していた。
　【管理監督者の要件】
　　● 経営者と一体的な立場で仕事をしている
　　● 出社、退社や勤務時間について厳格な制
　　　 限を受けていない
　　● その地位にふさわしい待遇がなされている

・サービス利用者と従業
員がトラブルとなり、そ
の矢面に立たされた従業
員がメンタル不調を訴え
た。

・使用者は、労働者が安全で安心して働けるよう配慮する
義務があり、職員間のトラブルだけでなく、こうしたサー
ビス利用者とのトラブルについても、きちんと対応する必
要がある。
・困難なケースについては、市町村や地域の専門家を交え
た処遇検討を行うことや、いわゆる悪質クレーマーに当た
るような場合には、弁護士などとも相談し、使用者と従業
員が一体となって、対応することが必要である。

・周りの職員やサービス
利用者とトラブルをおこ
す従業員を解雇したら、
不当解雇だと訴えられ
た。

・解雇するためには、客観的に合理的な理由が必要であ
り、また、解雇が社会通念上、相当と認められる必要があ
る。
・協調性や能力不足を理由として、解雇するためには、従
業員に対して、指導や懲戒処分を積み上げるなど、当人に
改善のチャンスを与えることが必要である。
・こうした手順を踏んでいない場合には、裁判では、解雇
が無効になる場合がある。

福祉サービス事業所であった労働トラブルの例と問題点
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ハラスメント対策の強化のための法制化の要点 

（令和元年５月29日成立） 

１．国の施策に「職場における労働者の就業環境を害する言動に起因する問

題の解決の促進」（ハラスメント対策）を明記【労働施策総合推進法】 

（施行期日 公布日）

２．パワーハラスメント防止対策の法制化【労働施策総合推進法】 

事業主に対して、パワーハラスメント防止のための雇用管理上の措置義

務（相談体制の整備等）を新設。あわせて、措置の適切・有効な実施を図

るための指針の根拠規定を整備 

 （施行期日 公布日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定

める日。ただし、中小事業主は公布日から起算して３年を超

えない範囲内において政令で定める日までは努力義務） 

パワハラを定義する３要素

第３０条の２ 事業主は、①職場において行われる優越的な関係を背景と

した言動であって、②業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより③

その雇用する労働者の就業環境が害されることのないよう、当該労働者

からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の雇

用管理上必要な措置を講じなければならない。 
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